
広報いの  12月号 8

ニ
ュ
ー
ス

催
し
・
イ
ベ
ン
ト

講
座
・
教
室

お
　
　
礼

お
知
ら
せ

お
知
ら
せ

平
成
31
年
度
固
定
資
産
税

（
家
屋
・
土
地
）に
つ
い
て

▼
家
屋
の
取
壊
し
及
び
、

　

未
登
記
家
屋
の
売
買
に
つ
い
て

　

固
定
資
産
税
（
家
屋
）
は
、
毎

年
1
月
1
日
時
点
の
所
有
者
に
課

せ
ら
れ
ま
す
。

　

家
屋
を
取
り
壊
さ
れ
た
場
合
や
、

未
登
記
家
屋
を
売
買
し
た
場
合
は
、

ご
面
倒
で
す
が
固
定
資
産
税
係
ま

で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。
連
絡
を
い

た
だ
か
な
い
と
、
翌
年
度
以
降
も

課
税
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

取
り
壊
し
完
了
日
が
１
月
１
日

を
過
ぎ
る
と
、
翌
年
度
の
固
定
資

産
税
は
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
建
て
替
え
目
的
以
外
で

住
宅
を
取
り
壊
さ
れ
た
場
合
は
、

そ
の
敷
地
（
宅
地
）
の
固
定
資
産

税
に
つ
い
て
、
住
宅
用
地
特
例
措

置
（
２
０
０
平
方
メ
ー
ト
ル
ま
で

の
土
地
つ
い
て
課
税
標
準
額
を
価

格
の
６
分
の
１
の
額
と
し
、
２
０

０
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
部
分

は
課
税
標
準
額
を
価
格
の
３
分
の

１
の
額
と
す
る
措
置
）
が
な
く
な

り
、
非
住
宅
用
地
（
課
税
標
準
額

は
原
則
と
し
て
価
格
の
10
分
の

７
）
と
し
て
課
税
さ
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

▼
住
宅
用
地
（
宅
地
）
の
課
税
標
準

額
に
つ
い
て

　

住
宅
用
地
に
つ
き
ま
し
て
は
、

課
税
標
準
額
の
据
置
特
例
が
廃
止

さ
れ
て
お
り
、
住
宅
用
地
特
例
措

置
（
２
０
０
平
方
メ
ー
ト
ル
以
内

の
土
地
に
つ
い
て
課
税
標
準
額
を

価
格
の
６
分
の
１
の
額
と
し
、
２

０
０
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
部

分
は
課
税
標
準
額
を
価
格
の
３
分

の
１
の
額
と
す
る
措
置
）
の
額
に

到
達
し
て
い
な
い
土
地
の
課
税
標

準
額
は
、
到
達
す
る
ま
で
毎
年
５

パ
ー
セ
ン
ト
上
昇
し
ま
す
。

▼
土
地
の
現
況
地
目
の
変
更
に
つ

い
て

　

固
定
資
産
税
（
土
地
）
は
、
毎

年
１
月
１
日
時
点
の
土
地
の
状
況
、

に
よ
っ
て
課
税
さ
れ
ま
す
。
現
況

地
目
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、

調
査
が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
12

月
21
日
（
金
）
ま
で
に
申
し
出
て
く

だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ

　

町
民
課
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９
３-

１
１
１
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お
知
ら
せ

平
成
31
年
度

償
却
資
産
の
申
告
に
つ
い
て

▼
申
告
し
て
い
た
だ
く
方

　

町
内
に
事
業
用
償
却
資
産
を
所

有
し
て
い
る
方
（
法
人
・
個
人

な
ど
の
別
は
問
い
ま
せ
ん
。
）
は
、

毎
年
１
月
１
日
現
在
に
お
け
る
当

該
償
却
資
産
を
地
方
税
法
の
規
定

に
よ
り
申
告
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

※
業
種
別
の
課
税
対
象
資
産
の
例

示
は
別
表
参
照

▼
申
告
方
法

⑴
平
成
30
年
度
の
申
告
を
さ
れ
た

方
→
平
成
30
年
12
月
中
旬
に
申
告
の

案
内
な
ど
を
各
事
業
所
に
送
付

し
ま
す
。

⑵
平
成
31
年
度
初
め
て
申
告
を
さ

れ
る
方

→
申
告
書
な
ど
の
送
付
先
を
町
民

課
又
は
各
総
合
支
所
住
民
福
祉

課
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

▼
申
告
期
限

　

平
成
31
年
度
償
却
資
産
の
申

告
期
限
は
１
月
31
日
（
木
）
で
す

が
、
事
務
処
理
の
都
合
上
１
月
21

日
（
月
）
ま
で
に
申
告
く
だ
さ
い
ま

す
よ
う
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

▼
償
却
資
産
の
申
告
と
は

　

会
社
や
個
人
で
工
場
や
商
店
な

ど
を
経
営
し
て
い
る
方
や
、
駐
車

場
や
ア
パ
ー
ト
な
ど
を
貸
し
付
け

し
て
い
る
方
が
、
そ
の
事
業
の
た

め
に
用
い
て
い
る
構
築
物
・
機

械
・
工
具
・
器
具
・
備
品
な
ど
を

償
却
資
産
と
い
い
、
土
地
・
家
屋

と
同
じ
よ
う
に
固
定
資
産
税
の
対

象
と
な
り
ま
す
。

▼
対
象
と
な
る
資
産

　

平
成
31
年
1
月
1
日
現
在
に
お

い
て
、
事
業
の
用
に
供
す
る
こ
と

が
で
き
る
資
産
で
、
次
に
掲
げ
る

資
産
も
申
告
が
必
要
で
す
。

⑴
耐
用
年
数
が
経
過
し
減
価
償
却

が
終
了
し
て
い
る
資
産

⑵
建
設
仮
勘
定
で
経
理
さ
れ
て
い

る
資
産
及
び
簿
外
資
産

⑶
遊
休
又
は
未
稼
働
資
産

⑷
改
良
費
の
う
ち
資
本
的
支
出
と

し
て
資
産
計
上
し
た
資
産
（
本

体
と
は
区
分
し
て
取
扱
い
ま

す
。）

⑸
福
利
厚
生
の
用
に
供
す
る
資
産

⑹
使
用
可
能
期
間
が
1
年
未
満
又

は
取
得
価
格
が
20
万
円
未
満
の

償
却
資
産
で
あ
っ
て
も
個
別
に

減
価
償
却
し
て
い
る
資
産

⑺
取
得
価
格
が
30
万
円
未
満
の
資

産
で
、
租
税
特
別
措
置
法
を
適

用
し
て
全
額
損
金
算
入
し
た
資

産
⑻
割
賦
購
入
資
産
で
、
割
賦
金
の

完
済
し
て
い
な
い
資
産

⑼
テ
ナ
ン
ト
な
ど
が
取
り
付
け
た

内
装
、
造
作
、
建
築
設
備
な
ど

の
事
業
用
償
却
資
産
（
テ
ナ
ン

ト
な
ど
が
申
告
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。）

▼
対
象
と
な
ら
な
い
資
産

⑴
自
動
車
税
・
軽
自
動
車
税
の
課

税
対
象
と
な
る
も
の
（
例
、
小

型
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
）

⑵
無
形
固
定
資
産
（
例
、
特
許
権
、

実
用
新
案
権
な
ど
）

⑶
観
賞
用
、
興
行
用
に
供
す
る
生

物
を
除
く
馬
、
牛
、
果
樹
、
そ

の
他
の
生
物

⑷
耐
用
年
数
1
年
未
満
又
は
取
得

価
格
が
10
万
円
未
満
の
資
産
で

法
人
税
法
な
ど
の
規
定
に
よ
り

一
時
に
損
金
算
入
し
た
資
産

⑸
取
得
価
格
が
20
万
円
未
満
の
資

産
で
法
人
税
法
等
の
規
定
に
よ

り
、
3
年
間
一
括
で
償
却
し
て

い
る
資
産

■
提
出
・
問
い
合
わ
せ
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吾
北
総
合
支
所
住
民
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課
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本
川
総
合
支
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